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旧（令和4年4月） 新（修正素案） 

不通契約 

件数 

約 525 

千回線 

約 64 

千回線 

約 35 

千回線 

約 9 

千回線 
0 

約 533 

千回線 

復旧期間 約 2週間 約 2週間 約 2週間 約 5日 － 約 1ヶ月 

人的被害 
死者（人） 8,500 1,400 ～100 0 ～100 119,600 

負傷者（人） 41,000 37,800 6,100 900 10,300 53,600 

避難所生活者（人） 343,500 148,300 16,000 3,000 28,300 821,200 

 

(注１） 上表の数字は、概ね、大阪府自然災害総合防災対策検討委員会（平成 17 年度、18 年度）における考え方に基づくもの

で、大阪市内における数値を抜粋したものである。なお、南海トラフ巨大地震に係る数値については、概ね｢大阪府防災

会議 南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会（平成 25 年度）｣における考え方に基づくもので、大阪市内における数

値を抜粋したものである。 

(注２） 発生確率（今後 30 年以内）は、文部科学省所管の地震調査研究推進本部による平成 30 年 1 月 1 日を算定基準日とした

評価である。 

(注３） 火災は、冬季夕刻・風速 5.3m/s で想定した。「炎上出火」は、地震後に出火した火災のうち家人、隣人等による初期消

火活動で消火できずに残った火災であり、「残火災」は、炎上出火（1時間）のうち、大規模地震下で自主防災組織が機

能しなかった場合を想定し自主防災組織の活動を考慮せず、公設消防のみの消火活動で消火できずに残った火災である。 

(注４） 自主防災組織が公設消防と協同して消火活動した場合の想定は 0件である。 

(注５） 他の地震との想定条件が異なるため「－」と記載 

(注６） ガスにおける復旧期間は供給停止戸数より全半壊戸数を除いた個数を対象としている。また、電力及びガスの想定につ

いては、それぞれ関西電力及び大阪ガスで実施されたものである。 

(注７） 水道の被害想定は、地盤条件に基づく詳細解析により大阪市水道局で算出したものである。 

(注８） 津波遡上による影響を除く 

(注９） 道路啓開を含め、津波による被害が解消されてからの日数 

 

 

 

（２）津波 

ア レベル１（東南海・南海地震） 
津波による本市域における浸水被害は、四国沖でマグニチュード８.６程度の海溝型地震が発生

した場合を想定しており、これについては、防潮扉及び水門を閉鎖することにより、ほとんどない
と想定されるが、夜間、初期初動体制で閉鎖を必要とする常時開放されている防潮扉及び水
門については閉鎖できない可能性があることを考慮し、開放したものとして以下のとおり
想定した。 
この他に、地震による揺れ、液状化及び漂流物等の衝突によって発生する防潮扉、水門及び護岸

等の一部損壊に伴い、海水の越水や侵入による浸水被害が生じる可能性も考えられる。 
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人的被害 
死者（人） 8,500 1,400 ～100 0 ～100 119,600 

負傷者（人） 41,000 37,800 6,100 900 10,300 53,600 

避難所生活者（人） 343,500 148,300 16,000 3,000 28,300 821,200 

 

(注１） 上表の数字は、概ね、大阪府自然災害総合防災対策検討委員会（平成 17年度、18年度）における考え方に基づくも

ので、  大阪市内における数値を抜粋したものである。なお、南海トラフ巨大地震に係る数値については、概ね｢大阪

府防災会議 南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会（平成 25年度）｣における考え方に基づくもので、大阪市内におけ

る数値を抜粋したものである。 

(注２） 発生確率（今後 30年以内）は、文部科学省所管の地震調査研究推進本部による令和 5年 1月 1日を算定基準日とした評

価である。 

(注３） 火災は、冬季夕刻・風速 5.3m/s で想定した。「炎上出火」は、地震後に出火した火災のうち家人、隣人等による初期消

火活動で消火できずに残った火災であり、「残火災」は、炎上出火（1時間）のうち、大規模地震下で自主防災組織が機

能しなかった場合を想定し自主防災組織の活動を考慮せず、公設消防のみの消火活動で消火できずに残った火災である。 

(注４） 自主防災組織が公設消防と協同して消火活動した場合の想定は 0件である。 

(注５） 他の地震との想定条件が異なるため「－」と記載 

(注６） ガスにおける復旧期間は供給停止戸数より全半壊戸数を除いた個数を対象としている。また、電力及びガスの想定につ

いては、それぞれ関西電力及び大阪ガスで実施されたものである。 

(注７） 水道の被害想定は、地盤条件に基づく詳細解析により大阪市水道局で算出したものである。 

(注８） 津波遡上による影響を除く 

(注９） 道路啓開を含め、津波による被害が解消されてからの日数 

 

 

 

（２）津波 

ア レベル１（東南海・南海地震） 
津波による本市域における浸水被害は、四国沖でマグニチュード８.６程度の海溝型地震が発生

した場合を想定しており、これについては、防潮扉及び水門を閉鎖することにより、ほとんどない
と想定されるが、夜間、初期初動体制で閉鎖を必要とする常時開放されている防潮扉及び水
門については閉鎖できない可能性があることを考慮し、開放したものとして以下のとおり
想定した。 
この他に、地震による揺れ、液状化及び漂流物等の衝突によって発生する防潮扉、水門及び護岸

等の一部損壊に伴い、海水の越水や侵入による浸水被害が生じる可能性も考えられる。 
 

 

■令和４年 大阪市地域防災計画の修正素案（新旧対照表・共通編） 
資料４ 
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旧（令和4年4月） 新（修正素案） 

図 東南海・南海地震津波浸水予測  

出典：東南海・南海地震津波対策検討委員会（平成１５年度）検討結果 

 
図 咲洲地区における東南海・南海地震津波浸水予測（平成 21 年度）  

出典：大阪港湾局 咲州地区の防災対策「南港大橋北詰における津波防護対策について」より一部加工 

 
 

イ レベル２（南海トラフ巨大地震） 
津波による本市域における浸水被害は、大阪府沿岸に最大クラスの津波をもたらすと想定される

津波断層モデル（マグニチュード９.１）として、内閣府「南海トラフ巨大地震モデル検討会」が
公表した11のケースから、大阪府域に最も大きな影響を与えると考えられる４つのケースを選定し
た。 
これら４ケースごとに、防潮堤等の沈下や、防潮施設（水門・鉄扉等）の開閉を考慮した３つの

シミュレーション結果を重ね合わせ（４ケース×３条件＝12ケース）、浸水域と浸水深を推計した。 

図 南海トラフ巨大地震浸水予測 
出典：大阪府 南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会（第３回：平成 25年８月８日）資料「大阪府津波浸水想定（全体図）」 

 
ウ 防潮堤の沈下等による浸水（南海トラフ巨大地震） 

地震の揺れによる堤防沈下等により津波到達前に浸水が始まる場合を想定（地震の揺れによる防
潮堤の沈下等により、朔望平均満潮位からの津波到達前の浸水） 

図 東南海・南海地震津波浸水予測  

出典：東南海・南海地震津波対策検討委員会（平成１５年度）検討結果 

 
図 咲洲地区における東南海・南海地震津波浸水予測（平成 21 年度）  

出典：大阪港湾局 咲州地区の防災対策「南港大橋北詰における津波防護対策について」より一部加工 

 
 

イ レベル２（南海トラフ巨大地震） 
津波による本市域における浸水被害は、大阪府沿岸に最大クラスの津波をもたらすと想定される

津波断層モデル（マグニチュード９.１）として、内閣府「南海トラフ巨大地震モデル検討会」が
公表した11のケースから、大阪府域に最も大きな影響を与えると考えられる４つのケースを選定し
た。 
これら４ケースごとに、防潮堤等の沈下や、防潮施設（水門・鉄扉等）の開閉を考慮した３つの

シミュレーション結果を重ね合わせ（４ケース×３条件＝12ケース）、浸水域と浸水深を推計した。 

図 南海トラフ巨大地震浸水予測 
出典：大阪府 南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会（第３回：平成 25年８月８日）資料「大阪府津波浸水想定（全体図）」 

 
ウ 防潮堤の沈下等による浸水（南海トラフ巨大地震） 

地震の揺れによる堤防沈下等により津波到達前に浸水が始まる場合を想定（地震の揺れによる防
潮堤の沈下等により、朔望平均満潮位からの津波到達前の浸水） 

※津波により浸水が始まる危険性のある水門外の防潮堤および水門内で満潮時に地震直後から
浸水が始まる危険性のある防潮堤の対策は完了済みであるが、計画以上の津波の発生等の可能
性があるため、高いところへの避難が必要である。 

■令和４年 大阪市地域防災計画の修正素案（新旧対照表・共通編） 
資料４ 

http://www.pref.osaka.lg.jp/attach/31241/00271160/74tunamizentai3.pdff
http://www.pref.osaka.lg.jp/attach/31241/00271160/74tunamizentai3.pdff
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旧（令和4年4月） 新（修正素案） 

 

図 津波が到達するまでに、防潮堤の沈下等により浸水する区域 

出典：大阪府 南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会（第４回：平成２５年１０月３０日）資料「大阪府域の被害想定について

（人的被害・建物被害）P22」 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】  

表 南海トラフ巨大地震に係る「堤防沈下等」、「津波」による死者数 

出典：平成 25 年度 大阪府防災会議 南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会資料 

※1、2 堤防沈下等による被害は、地震発生と朔望平均満潮時が重なる条件の下、津波による浸水が 30cm になるまでの間に、防潮堤の沈下等に

伴い、河川からの溢水による浸水（30cm）で発生すると予想されるもの 

※3、4 

※夜間（夕方）については、避難開始をそれぞれ 5分加算 

（３）風水害 

 

図 津波が到達するまでに、防潮堤の沈下等により浸水する区域 

出典：大阪府 南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会（第４回：平成２５年１０月３０日）資料「大阪府域の被害想定について

（人的被害・建物被害）P22」 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】  

表 南海トラフ巨大地震に係る「堤防沈下等」、「津波」による死者数 

出典：平成 25 年度 大阪府防災会議 南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会資料 

※1、2 堤防沈下等による被害は、地震発生と朔望平均満潮時が重なる条件の下、津波による浸水が 30cm になるまでの間に、防潮堤の沈下等に

伴い、河川からの溢水による浸水（30cm）で発生すると予想されるもの 

※3、4 

※夜間（夕方）については、避難開始をそれぞれ 5分加算 

（３）風水害 

■令和４年 大阪市地域防災計画の修正素案（新旧対照表・共通編） 
資料４ 

http://www.pref.osaka.lg.jp/attach/20357/00000000/01siryou4.ppt%20.pdf
http://www.pref.osaka.lg.jp/attach/20357/00000000/01siryou4.ppt%20.pdf
http://www.pref.osaka.lg.jp/attach/20357/00000000/01siryou4.ppt%20.pdf
http://www.pref.osaka.lg.jp/attach/20357/00000000/01siryou4.ppt%20.pdf
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旧（令和4年4月） 新（修正素案） 

ア 雨水出水（内水）による災害 
水防法（昭和24年法律第193号）第13条の２第２項の規定により、雨水出水により相当な損害が

生ずるおそれがあるものとして指定した排水施設等が、雨水を排除できなくなった場合又は排水施
設等から河川その他の公共水域等に雨水を排除できなくなった場合を想定する。 
浸水区域と水深を以下に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

図 内水氾濫した場合の浸水想定区域図 

出典：令和３年３月 建設局公表浸水想定区域図を加工 

イ 洪水（河川氾濫）による災害 
水防法（昭和 24 年法律第 193 号）第 10 条第２項及び第 11 条第２項に基づき河川管理者が指

定する洪水予報河川及び第 13 条第１項及び第２項に基づき河川管理者が指定する水位周知河川
において、各河川管理者が河川氾濫による災害を想定する。 
想定する災害の規模は、第 14 条第１項に基づき想定最大規模降雨とする。 
浸水想定区域図を以下に示す。 

 
（ア）淀川 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 雨水出水（内水）による災害 
水防法（昭和24年法律第193号）第13条の２第２項の規定により、雨水出水により相当な損害が

生ずるおそれがあるものとして指定した排水施設等が、雨水を排除できなくなった場合又は排水施
設等から河川その他の公共水域等に雨水を排除できなくなった場合を想定する。 
浸水区域と水深を以下に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

図 内水氾濫した場合の浸水想定区域図 

出典：令和３年３月 建設局公表浸水想定区域図を加工 

イ 洪水（河川氾濫）による災害 
水防法（昭和 24 年法律第 193 号）第 10 条第２項及び第 11 条第２項に基づき河川管理者が指

定する洪水予報河川及び第 13 条第１項及び第２項に基づき河川管理者が指定する水位周知河川
において、各河川管理者が河川氾濫による災害を想定する。 
想定する災害の規模は、第 14 条第１項に基づき想定最大規模降雨とする。 
浸水想定区域図を以下に示す。 

 
（ア）淀川 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

■令和４年 大阪市地域防災計画の修正素案（新旧対照表・共通編） 

浸水の深さ 浸水の深さ 

資料４ 
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旧（令和4年4月） 新（修正素案） 

 

図 淀川が氾濫した場合の浸水想定区域図 

出典：平成 29年６月 淀川河川事務所公表浸水想定区域図を加工 

（イ）大和川 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 大和川が氾濫した場合の浸水想定区域図 

出典：平成 28年５月 大和川河川事務所公表浸水想定区域図を加工 

（ウ）神崎川・天竺川・高川 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

図 神崎川が氾濫した場合の浸水想定区域図 

出典：令和２年１月 大阪府西大阪治水事務所公表浸水想定区域図を加工 

 

 

 

 

 

 

 

図 淀川が氾濫した場合の浸水想定区域図 

出典：平成 29年６月 淀川河川事務所公表浸水想定区域図を加工 

（イ）大和川 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 大和川が氾濫した場合の浸水想定区域図 

出典：平成 28年５月 大和川河川事務所公表浸水想定区域図を加工 

（ウ）神崎川・天竺川・高川 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

図 神崎川が氾濫した場合の浸水想定区域図 

出典：令和２年１月 大阪府西大阪治水事務所公表浸水想定区域図を加工 

 
 
 
 
 
 

■令和４年 大阪市地域防災計画の修正素案（新旧対照表・共通編） 

浸水の深さ 

浸水の深さ 

浸水の深さ 

浸水の深さ 

資料４ 


